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平成29年度事業報告
　公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター（以下 ｢ＪＷセンター｣ という。）は、産業廃棄物の適正処理の推進と循環型
社会の形成を目指して、電子マニフェスト事業及び教育研修事業の安定的運営を図るとともに、感染性廃棄物容器評価事業、
調査事業、国際事業、出版事業、広報事業等社会的ニーズに即応した事業を積極的に実施した。

Ⅰ　電子マニフェスト事業
１．電子マニフェスト加入者数及び年間登録件数

平成 29年度末現在の電子マニフェスト加入者数は192,254 者、年間の登録件数は前年度比12％増の約 2,665万件（電
子化率 53％）となった。
なお、第三次循環型社会形成推進基本計画（平成 25 年５月閣議決定）に掲げられた電子マニフェストの普及目標（平成

28 年度電子化率 50％）については、平成 29年９月に達成した。

２．電子マニフェスト普及促進
電子マニフェストの一層の普及拡大を図るため、多量排出事業者への普及促進に取り組むとともに、関係業界団体等と連携

して少量排出事業者等の重点普及対象への普及活動のほか、以下の事業を実施した。
（１）電子マニフェスト導入説明会の開催

地方公共団体、（公社）全国産業廃棄物連合会（平成 30年 4月1日付、（公社）全国産業資源循環連合会。以下同じ。）
及び各都道府県産業廃棄物協会、関係団体等と連携して、電子マニフェスト導入説明会を積極的に実施した。
１）導入実務研修会		 	 	 	 		46 回　　2,705 名
２）操作体験セミナー	 	 	 	 156 回　　2,210 名
３）個別導入相談会		 	 	 	 		38 回　　		 135 名
４）地方公共団体等と連携した説明会（講師派遣）	 		87 回

（２）広報活動
ホームページ掲載内容の充実、リーフレットの配付、新聞等出版物、展示会出展等による広報活動を実施した。

（３）利便性向上のための電子マニフェストシステムの機能強化
１）登録・報告に係る不適正なマニフェスト情報について、期間や地域を指定して抽出し、自治体に情報提供する機能の
運用を開始した（平成 29年６月）。

２）委託契約書情報（廃棄物の種類、委託契約期間、処理ルート）と電子マニフェスト情報の相違を検知し、排出事業
者に警告表示する機能の運用を開始した（平成 29年６月）。

３）積替保管を含まない場合において、有価物拾集量の入力があった場合に、収集運搬業者に警告表示する機能の運用
を開始した（平成 29年６月）。

４）加入者からのシステム改善要望等に基づくシステムの機能強化を行った。
（４）利用料金の一部引き下げ

平成 29年４月１日より少量排出事業者向け利用料金（Ｂ料金・Ｃ料金）の値下げを実施し、小売業（フランチャイズ店等）
や医療業（診療所等）等の少量排出事業者の普及促進を図った。

			            区分

 年度

加入者数
電子マニフェスト

年間登録件数
排出事業者 収集運搬

業者 処分業者 合計Ａ料金 Ｂ料金 Ｃ料金 計
平成 28 年度

実績 3,371 18,879 126,242 148,492 16,826 8,182 173,500 23,748,382
（47％）

平成
29 年度

計画 3,500 21,000 138,000 162,500 18,200 8,500 189,200 26,700,000
（53％）

実績 3,443 21,499 140,457 165,399 18,309 8,546 192,254 26,646,875
（53％）

（※）年間総マニフェスト数を5,000万として電子化率を算出
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３．電子マニフェストシステムの安定的な運営管理
電子マニフェストシステムの安定した稼働を確保するとともに、外部からの不正アクセスの監視を強化することで侵入の防御

を行い、引き続き、円滑かつ安定的な運営を維持した。
４．環境省受託事業

環境省より「ＩＴを活用した循環型地域づくり基盤整備事業」を受託し、以下の事業を実施した。
（１）電子マニフェストシステムの機能強化

複数のＷｅｂブラウザで、電子マニフェストシステムを利用できるよう改善した。
（２）電子マニフェスト普及啓発事業

電子マニフェスト使用義務化の対象となる特別管理産業廃棄物多量排出事業者を中心とした電子マニフェスト制度等に
関する説明会を７回（岐阜、兵庫、長野、岡山、宮城、熊本、栃木）開催した（参加者数：422名）。

（３）電子マニフェスト現場登録アプリケーションの試行的運用事業
平成 28 年度に環境省が開発を行った電子マニフェスト現場登録アプリケーションの本格運用の開始に先駆け、本アプ

リケーションの試行的運用を行い、本格運用に向けた課題を整理し、解決策の検討を行った。
５．電子マニフェスト事業中期計画（第７次）の策定

引き続きシステムの安定性、信頼性の確保に努め、利用者の利便性及びサービスの一層の向上を図りつつ、電子マニフェス
トの普及促進を着実に進めていくとともに、蓄積される電子マニフェスト情報の有効活用方策の検討を進める。また、法改正
により、電子マニフェストの使用が義務付けられることとなった排出事業者等を対象に、円滑に導入するための環境の整備を
図ることなどを目的として、平成 30年度から32年度を計画期間とする中期計画（第７次）を策定した。

Ⅱ　教育研修事業
１．講習会事業
（１）講習会

廃棄物処理法の関係規定に対応する講習会として、以下の講習会を（公社）全国産業廃棄物連合会及び各都道府県産業廃
棄物協会並びに(公社 )日本医師会との連携のもとに実施した。

１）産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（新規、更新）（以下「新規講習会」、「更新講
習会」という。）	 	 	 	 6	課程

２）特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会及び医療関係機関等を対象にした特別管理産業廃棄物管理責任者
講習会（以下 ｢特管責任者講習会｣ という。）	 	 	 	 2	課程

３）ＰＣＢ廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会（以下「ＰＣＢ講習会」という。）	 	 1	課程
（２）講習会の開催実績 

１）新規講習会	 135	回	 	14,084	名
２）更新講習会	 170	回	 20,755	名
３）特管責任者講習会	 128	回	 16,956	名
４）ＰＣＢ講習会	 7	回	 871	名
　　計	 440	回	 52,666	名

（３）委員会
講習会を適切に実施するため、講習会に関する重要事項を審議する ｢教育研修運営委員会｣、テキスト作成等に関する

事項を審議する ｢テキスト作成委員会｣、修了試験問題に関する事項を審議する ｢講習会試験委員会｣ を各２回、「医療関
係機関等を対象にした特管責任者講習会テキスト作成・試験委員会」を１回、「ＰＣＢ講習会テキスト作成・試験委員会」
を２回開催した。

（４）インターネットによる受講申込みの普及拡大
各都道府県産業廃棄物協会の協力、平成 28 年度に導入したインターネット申込者に対する受講料の値引きなどにより、

平成 29年度のインターネット申込みの割合は全体の約 52％となった。
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２．研修事業
排出企業を対象にした「産業廃棄物マネジメント研修会」（基礎コース）を12回、事故由来放射性物質に汚染された廃棄

物の処理に携わる処理業者等を対象にした「放射性物質汚染廃棄物の処理に関する講習会」を２回実施した。
また、学識経験者等の参画を得て、平成 30年度以降の産業廃棄物マネジメント研修会のあり方について検討し、「産業廃棄

物マネジメント研修会～廃棄物処理の基礎から実務まで～」として継続するとともに、業種別の研修会を実施することとした。

Ⅲ　感染性廃棄物容器評価事業
適正な感染性廃棄物容器の普及促進を図ることを目的として、ＪＷセンターで定めた評価基準に基づいた評価を行う「感染性

廃棄物容器評価事業」を実施した。
　評価実績	：	新規	１社	２製品、更新	２社	６製品　（累計：11社　42	製品）
なお、評価製品の市場シェアが低いとの懸念があったこと等に鑑み、本事業のあり方について、見直し検討作業を進めたが、

容器評価事業委員会の審議を経て、事務の適正化等を図りつつ事業を継続することとした。

Ⅳ　調査事業
１．受託調査等事業
　（１）国立環境研究所を代表研究機関とした環境研究総合推進費「廃棄物の焼却処理に伴う化学物質のフローと環境排出量推

計に関する研究」に、昨年度に引き続き、共同研究者として参画した。
　（２）三重県より「電子マニフェストデータ活用方策検討業務委託」を受託し、実施した。
２．自主調査事業

国内外の産業廃棄物・リサイクル等に関する情報収集・解析を行った。また、調査事業の内容については、学会等を通じて
広く情報提供を行った。

　（１）産業廃棄物処分施設における廃棄物・環境関連情報の活用方法の検討
　（２）電子マニフェスト情報の活用のための調査　他

Ⅴ　国際事業
アジア地域における循環型社会の形成に向けて、産業廃棄物管理や電子マニフェストシステムに関する情報の収集・提供、３Ｒ

の国際推進に協力する活動を行った。
（１）日本・韓国・台湾ネットワーク会議

平成 29年９月に台湾（台北）において第５回日韓台ネットワーク会議を開催し、韓国、台湾の電子マニフェスト実施機
関等との交流を図り、有害廃棄物及び産業廃棄物管理に関する情報交換等を行った。

（２）政府の関係事業への協力等
関係団体等との連携を図りつつ、環境インフラの海外展開事業等に協力した。

Ⅵ　広報事業
１．ＪＷセミナー、ＪＷ懇話会

産業廃棄物に関する最新の話題の提供、産業廃棄物の適正処理に向けた関係者の理解を深めるための「ＪＷセミナー」及
びＪＷセンターの関係者間の情報交換を進めるための「ＪＷ懇話会」を各１回実施した。

（１）ＪＷセミナー：「廃棄物処理法改正に伴う“ 電子マニフェストシステム” の今後」（平成 30 年２月 27 日）
１）「電子マニフェスト制度の現状と今後の展望」
　		環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課再生利用審査指導係長　満月　卓	氏
２）「産業廃棄物情報の有効活用のあり方」
　		国立研究開発法人　国立環境研究所　汚染廃棄物管理研究室長　山田	正人	氏

（２）ＪＷ懇話会：「廃棄物処理法の現状の課題と将来を考える」（平成 30 年３月 26 日）
佐藤泉法律事務所　弁護士　佐藤　泉	氏
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２．機関誌の発行
ＪＷセンターの機関誌を発行した。

（１）発　　行  季刊（年４ 回）    　
（２）発行部数  各号 2,300 部（秋号 4,500 部）
（３）配 布  先  都道府県・政令市、関係団体等

３．書籍の出版等
廃棄物処理に関する書籍の企画、編集、出版、販売協力を行った。

（１）廃棄物処理法令（三段対照）・通知集（平成 29 年版）（平成 29 年 7 月発行）
（２）建設廃棄物適正処理マニュアル（平成 23 年 7月発行）

４．ホームページ等による広報
電子マニフェスト事業、教育研修事業などＪＷセンターの活動等について、ホームページによる情報提供を行った。また、ＪＷ

センターの各事業の利用者等に対するメールマガジンの配信（月２回）を行った。
また、「2017NEW 環境展」（平成 29年５月東京ビックサイト）に出展し、ＪＷセンターの各事業について広報活動を行った。

Ⅶ　その他の公益事業等
１．全国大会の開催

産業廃棄物関係三団体の共催による全国大会を開催した。
（１）名　　称 「第 16 回 産業廃棄物と環境を考える全国大会」
（２）期　　日 平成 29 年 11月17 日（金）
（３）場　　所 三翠園（高知県高知市）
（４）主　　催  （公社）全国産業廃棄物連合会、（公財）産業廃棄物処理事業振興財団、ＪＷセンター　
（５）参加者数 543 名

２．産業廃棄物適正処理推進センター基金への出えん
廃棄物処理法第13条の15第１項に基づき設けられている産業廃棄物適正処理推進センター基金に、環境大臣からの平成

29年度出えん要請に基づき、出えんを行った。
３．ＪＷセンターシステムの再構築の検討

電子マニフェストシステムの次期システム更新に向け、さらに高度化、多様化するニーズに対応するとともに、一層の安全・
安定運用の確立を目指し、同システムの再編を含む再構築の検討を行った。

４．情報セキュリティ対策の充実強化
ＪＷセンターのより一層のセキュリティ対策の充実強化を図り、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）に関する

国際規格であるＩＳＯ	２７００１の認証の取得を目指すこととした。

Ⅷ　その他
１．財政基盤の強化等
（１）基本財産の増額

ＪＷセンターの経営の長期的な安定の確保に資するため、基本財産を3.13億円から６億円に増額した。
（２）資産取得資金の保有

平成 33年１月（平成 32年度）に予定されている電子マニフェストシステムの次期機器更新に備えるため、資産取得資金
である電子マニフェストシステム機器更新積立資産に2.5 億円を積み立てた。

２．組織の改編
電子マニフェスト電子化率50％到達、特別管理産業廃棄物の多量排出事業者への電子マニフェストの使用の義務化の導入等、現下

の状況を踏まえ、電子マニフェストの更なる普及、安定性・信頼性の向上や利用者サービスの充実を図るとともに、循環型社会や低炭素
社会の実現に有効なビッグデータとしてのマニフェスト情報の利活用の推進を図るため、ＪＷセンターの組織の改編を行った。

［事務処理規程の一部改正：平成30年 4月1日施行］
情報処理センター	 →	電子マニフェストセンター
業務推進部	 →	情報サービス部
システム開発運用部	→	情報システム部
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PCB廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会のご案内
「PCB廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会」を開催いたします。詳細につきましては、JWセンターホームページをご参照ください。
●目的
PCB廃棄物の収集運搬業の許可については、廃棄物処理法施行規則第10 条の13第ニ号ロの規定により、「当該業務に直

接従事する者は、当該廃 PCB等の性状に関し特に注意すべき事項などの十分な知識及び技能を有すること」が定められてい
ます。この講習会は、これらに関する知識及び技能を習得していただくことを目的としております。
●対象
PCB廃棄物の収集運搬に直接従事する方
※ 	PCB入り廃感圧複写紙等を選別し容器に収納、運搬する作業等に従事する方、試料の採取、分析業務に従事する分析
機関の方、無害化処理等の業務に従事する方の受講を推奨いたします。

●開催期間 1日
●受講料 12,000 円（税込）
●詳細 URL	 http://www.jwnet.or.jp/workshop/index_pcb.html
●開催日、会場及び定員

「排出企業を対象にした産業廃棄物マネジメント研修会」を開催しております。詳細につきましては、JWセンターホームペー
ジをご参照ください。

●目的
産業廃棄物を排出される企業の実務担当者等の方を対象にした、基礎講座です。廃棄物処理法をはじめ、委託契約やマニフェスト運用

等の産業廃棄物の適正管理についての基礎知識と実務のポイントを学び、企業の皆様の廃棄物管理に役立ててもらうことを目的としています。
●対象  産業廃棄物管理実務担当者、新任担当者等
●開催期間 半日
●受講料 6,000 円（税込）
●詳細 URL	 http://www.jwnet.or.jp/workshop/info_basic.html
●開催日、会場及び定員

排出企業を対象にした産業廃棄物マネジメント研修会の
ご案内

事業所 開催地 開催日 定員 会場名
東　京 東　京 平成 30 年   7 月 31 日（火） 150 ベルサール西新宿
大　阪 大　阪 平成 30 年   8 月 31 日（金） 150 大阪私学会館
北海道 北海道 平成 30 年   9 月 6 日（木） 150 北海道自治労会館
北海道 宮　城 平成 30 年 11 月 6 日（火） 150 宮城県建設産業会館
北九州 福　岡 平成 30 年 12 月 20 日（木） 150 福岡県中小企業振興センター
豊　田 愛　知 平成 31 年   3 月 1 日（金） 150 名古屋国際会議場
東　京 東　京 平成 31 年   3 月 19 日（火） 150 ベルサール西新宿

開催地 開催日 定員 会場名
岡　山 平成 30 年 8 月 3 日（金） 50 岡山商工会議所　4F「405 会議室」
東　京 平成 30 年 9 月 25 日（火） 50 主婦会館プラザエフ　B2F「クラルテ」
東　京 平成 30 年 10 月 30 日（火） 50 主婦会館プラザエフ　B2F「クラルテ」
宮　城 平成 30 年 11 月 2 日（金） 50 TKP 仙台カンファレンスセンター「ホール 4B」
愛　知 平成 30 年 12 月 21 日（金） 50 名古屋国際会議場 1号館「131・132」
鹿児島 平成 31 年 3 月 8 日（金） 50 鹿児島サンロイヤルホテル「エトワール」
東　京 平成 31 年 3 月 20 日（水） 50 主婦会館プラザエフ　B2F「クラルテ」
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令、施行規則を収載した、「平成 30年版廃棄物処理法令（三段対照）・通知集」
を刊行いたしました。
ご購入を希望される方は、JWセンターホームページ（http://www.jwnet.or.jp/publish）または書店よりお申込みください。

●廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令、施行規則（三
段対照）
※法律、施行令、施行規則の相互の委任関係を三段対照で分か
りやすく表示

※法律や政省令の改正の際の条文の準用や読替えについて、改
正後の条文に整理して収載

●主要通知集（昭和 46 年～最新）
※産業廃棄物に係る最新の通知を厳選して収載
※放射性物質汚染廃棄物関係の環境省通知のほか、労働安全衛
生対策及び電離放射線障害防止規則等に関する厚生労働省通
知を収載

※「災害廃棄物対策」として、東日本大震災により生じた災害廃
棄物の処理に関する特別措置法、放射性物質汚染対処措置法
のほか、被災市町村が災害廃棄物処理を委託する場合におけ
る処理の再委託の特例措置等を収載

●資料編　○廃棄物処理法における罰則一覧
　　　　○廃棄物関連ホームページ一覧　等

2018NEW環境展への出展

JWセンターは、平成 30年5月22日（火）～5月25日（金）に東京ビッグサイト（有明）で開催される2018NEW 環境展（N-EXPO	
2018	TOKYO）へ出展いたしました。
展示ブースでは、実際の電子マニフェストと同じ画面を使用し、来場者自

らが登録や報告などの操作体験ができるコーナー、電子マニフェストの円滑
な導入や運用に関する相談コーナーを設け、来場された方 に々電子マニフェ
ストを紹介しました。
また、平成 32年 4月1日に施行される特別管理産業廃棄物を多量に排

出する事業者への電子マニフェストの使用の義務化について、パネルやチラ
シを作成し、周知しました。

　開催期間：平成 30年5月22日（火）～5月25日（金）	午前10時～
午後5時（25日は午後4時まで）

会　　場：東京ビッグサイト東1ホール	F110
主　　催：日報ビジネス（株）

新刊図書のご案内
「平成30年版 廃棄物処理法令（三段対照）・通知集」の出版

「見出し」を掲載 !!　
条文を探すのに便利です。

定　価：4,644円（税込）

出展の様子
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平成 30年度 JW懇話会を、平成 30年 6月8日（金）に環境省職員、
JWセンター役員・職員が参加してJWセンター内で開催しました。
今後策定が予定されている第四次循環型社会形成推進基本計画の審議

機関である環境省中央環境審議会循環型社会部会の酒井伸一部会長を講
師にお招きし、第四次基本計画の概要、計画策定にあたって審議された内
容や考え方、今後の循環型社会形成に向けた廃棄物資源循環のあるべき
姿と、その達成に向けて課題となっている事項などについてご講演いただき
ました。

平成 30年 6月27日に開催された定時評議員会において、評議員、理事及び監事の選任について審議され、以下のとおり決定いた
しました。

評議員

監事

人事

※（区分）新：新任、再：再任
佐野等理事、麻戸敏男理事、樋口成彬理事、鈴木繁監事につきましては、同日をもって退任されました。

理事

お知らせ・人事

平成30年度JW懇話会
「循環型社会形成に向けた資源循環と廃棄物管理の課題と展望」

氏　名 所属・役職 区 分
1 瀨田　公和 公益財団法人国際障害者年記念ナイスハート基金　理事長 再
2 羽鳥　　裕 公益社団法人日本医師会　常任理事 再

氏　名 所属・役職 区 分
1 八木　美雄 八木技術士事務所　代表 新

日　付 氏　名 所　　属
1 平成30年6月1日 伊藤　　匠 情報サービス部

氏　名 所属・役職 区 分
1 関　荘一郎 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　理事長 再
2 篠原　幸一 ツネイシカムテックス株式会社　代表取締役会長 再
3 竹本　和彦 国際連合大学　サステイナビリティ高等研究所　所長 再
4 星野　良祐 元　中間貯蔵・環境安全事業株式会社　取締役 再
5 細田　衛士 慶應義塾大学経済学部　教授 再
6 森谷　　賢 公益社団法人全国産業資源循環連合会　専務理事 再
7 安元　　豊 一般社団法人日本環境衛生施設工業会　副会長 再
8 織　　朱實 上智大学大学院　地球環境学研究科　教授 新
9 加藤　幸男 公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団　理事長 新
10 河野　博子 元　読売新聞編集局編集委員 新
11 須永　裕毅 株式会社エジソン　代表取締役 新
12 三本　　守 株式会社タケエイ　代表取締役会長 新
13 宮原　順三 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　常務理事 新

ご講演の様子




